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配 布 ⽇ 時      
 

■同時発表先：合同庁舎記者クラブ・中国地⽅建設記者クラブ・広島市政記者クラブ 

 
平成 28 年度 中国地⽅ブロック⼟⽊部⻑等会議の開催について 

 
  

中国地⽅整備局と中国地⽅管内各都道府県・政令市の⼟⽊部⻑等による「中国ブロック⼟⽊
部⻑等会議」を開催します。 
 会議では、国⼟交通省において実施している施策について意⾒交換を実施し、課題・取り組
み状況などを共有する予定です。 
 
  ⽇  時：平成２８年６⽉１⽇（⽔）1４:３０〜１７：００ 
  場  所：ＫＫＲホテル広島 １階「末広」 

  主な議事： 
   ◆品確法運⽤指針のフォローアップ（指標及び⽬標の設定について） 

◆ICT の全⾯的な活⽤（ICT ⼟⼯）について 
◆地域のインフラを⽀える地域の建設企業育成について  等 
 

・会議は⾮公開ですが、会議冒頭のカメラ撮りは可能です（冒頭あいさつまで）。ご希望さ
れる⽅は５⽉３１⽇（⽕）１５時までにＦＡＸ（別紙登録様式）にてお名前・ご所属・ご
連絡先をご登録の上、当⽇は開始１５分前までに報道機関控室（２階 「瀬⼾」）（別紙参
照）へお越しください。 

 
・会議終了後、ＫＫＲホテル広島 ２階「瀬⼾」において、地⽅整備局担当者がお問い合わ

せに応じます。 
                           

 
＜問い合わせ先＞ 

中国地⽅整備局 ＴＥＬ：０８２－２２１－９２３１（代表） 
        ＦＡＸ：０８２－２２７－２６５１ 

【担当】企画部 企画課⻑  ⼤吉
おおよし

 雄⼈
た け と

（内線３１５１） 
        課⻑補佐  森⽥

も り た
裕介
ゆうすけ

（内線３１５２）
＜広報担当窓⼝＞ 

広報広聴対策官   坂屋
さ か や

 政之
まさゆき

（内線２１１７） 
企画部環境調整官  松本

まつもと
治男
は る お

（内線３１１４）
 



「平成 28 年度 中国地方ブロック土木部長会議の開催について」 

冒頭カメラ撮り申込書 

 

 

返信先：中国地方整備局 企画部 企画課 課長補佐 森田 宛て 

ＦＡＸ番号： ０８２－２２７－２６５１ 

 

 

 

ふりがな 

※必須 

 

 

 

お名前 

※必須 

 

 

 

ご所属（会社名） 

※必須 

 

 

 

ご連絡先（TEL） 

※必須 

 

 

 

ご連絡先（メールアドレス） 

※任意 

 

 

 

※開始１５分前までに、報道機関控室（ＫＫＲホテル広島２階「瀬戸」）お越し

ください。 

 



平成 28 年度 中国地方ブロック土木部長等会議 
～管内地方自治体と意見交換を実施します～ 

 

日時：平成 28 年 6 月 1 日（水）14:30～17:00 

場 所 ： Ｋ Ｋ Ｒ ホ テ ル 広 島  １ 階 「 末 広 」 

〒 730－ 0004 広 島 市 中 区 東 白 島 町 19-65 

ＴＥＬ：０８２－２２１－３７３６（代） 

 

 

1．議事 

  １）品確法運用指針のフォローアップ（指標及び目標の設定について） 

   ・公共工事の品質確保の担い手の中長期的な育成・確保のため、発注者責務の拡大や多様な入札

契約制度の導入・活用等を規定する改正品確法が平成 26 年 6 月に公布・施行。 

・平成 27 年 1 月には、各発注者が発注関係事務を適切かつ効率的に運用できるよう、発注者共

通の指針となる「発注関係事務の運用に関する指針」を策定。 

・今後、運用指針に記載された重要な項目についての取組状況を評価する統一的な指標を設定し、

全ての発注者が自身の現状を客観的・相対的に評価できる環境を整備することが必要。 

・指標や目標の設定に関して、意見交換する。 

 

【参考】運用指針に記載された重要な項目 

 予定価格の適正な設定 

 適切な設計変更 

 発注や施工時期の平準化 

 

  ２）ICT の全面的な活用（ICT 土工）について 

・ICT 土工は、情報化施行の試行結果から抜本的な生産性の向上が認められる。しかし、これま

での情報化施行は、施工段階のみに ICT を導入しているため、本格的に導入するためには、以下

のような課題を解消する必要がある。 

・今後、土工における調査・測量、設計、施工、検査、維持管理・更新のあらゆる建設精算プロ

セスにおいて、3 次元データを一貫して使用する ICT の全目的な導入に向けて、課題・取り組み

状況などを意見交換する。 

 

【参考】ICT の全面的な活用にあたっての課題 

 監督・検査基準等の未整備 

 ICT 建機の普及の不十分 など 

 

  ３）地域のインフラを支える地域の建設企業育成について 

・地方圏において、従業員 10 人以上の建設企業の数が大幅に減少。 

・平成 11 年以降、リース業者の建設機械の保有台数は横ばいの一方、建設業者の保有台数は減

少し、地域防災体制の確保への懸念が生じている。 

・これを踏まえ、地域のインフラを支える建設企業を確保するための入札契約方式（地域 JV・事

業協同組合、災害発生時の入札契約方式 など）について、その取り組みに関する今後の方向性

について意見交換する。 

 

２．参加メンバー 

   鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、岡山市、広島市の５県２市の土木部長等７名 

   中国方整備局、国土交通本省 

 

※【取材対応について】 

当日の取材については、冒頭挨拶までとさせていただきます。 

会議終了後、ＫＫＲホテル２階「瀬戸」において、地方整備局担当者がお問い合わせに応じます。 
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